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市街化調整区域内に存する建築物の建替え等に係る特例措置 

 
 
 

市街化調整区域内に従前から存する建築物について建替えを行おうとする場合にお

いて、当該申請に係る建築物を改築として取り扱えないものに係る開発行為等に関す

る「法第３４条第１４号」又は「令第３６条第１項第３号ホ」の規定の運用基準は、

当該市街化調整区域内に建築することがやむを得ないと認められるもののうち、申請

の内容が、次の第１項から第４項までに該当するものであることとする。 
１ 従前の建築物の敷地の範囲内において建替えを行う場合であって、従前から存す

る建築物の全部若しくは一部を除却し、又はこれらの部分が災害等により滅失した

後、引続きこれと用途の異ならない建築物を建築するものであること。 
２ 建築される建築物は、規模、構造、設備が従前の建築物に比較して過大でなく、

周辺の土地利用の状況等からみて、適切なものであること。 
３ 建築物の用途が共同住宅等であるものにあっては、戸数の増加を伴わないもので

あること。 
４ 建築物の用途が自己の居住の用に供する住宅又は店舗併用住宅であって、建替え

に際して敷地の拡張を伴うものにあっては、現在の敷地が過小又は著しく不整形等

劣悪なものであり、かつ、拡張部分の土地が農地であるときは農地転用の許可が受

けられるものであること。ただし、拡張後における敷地面積が２２０平方メートル

以内のものに限る。 
 

附 則 
市街化調整区域内に従前から存する建築物について増築又は改築を行おうとする

に際して、敷地の拡張を伴う場合においては、本基準を準用することとし、第２項

から第４項までの各項に該当するものであることとする。 
 



提案基準第３号 補足事項 

 
標題及び柱書きについて 

「建替え等」 
既存建築物の増築、改築及び建替えをいう。 

 
「建替え」 

既存建築物を除却して建て替える際、改築の範囲を超えるため新築扱いとなる

ものをいう。 
（参考） 

「改築」の定義（昭和２８年１１月１７日建設省住指発第１４００号） 
改築とは、建築物の全部若しくは一部を除却し、又はこれらの部分が災害等

によって滅失した後引続きこれと用途、規模、構造の著しく異ならない建築物

を建てることをいう。従前のものと著しく異なるときは、新築又は増築となる。 
そこで規模が著しく異ならない範囲については、建て替えた後の建築物の床

面積の合計が従前の建築物の床面積の合計の１．５倍以下であるものとする。 
 
第４項について 
「敷地が過小」 

原則として１５０平方メートル以内を基準とする。 
 


